
津市監査委員告示第４号 

 令和３年３月３０日付けで提出された住民監査請求書について、地方自治法 

（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定に基づく監査の結果を、

令和３年５月１１日付けで別紙のとおり請求人に通知したので、同項の規定に

基づき、公表する。 

  令和３年５月１３日 

津市監査委員 大 西 直 彦 

                                     津市監査委員  駒 田 修 一 

                                     津市監査委員 安 藤 友 昭 

                                     津市監査委員 西 山 み え 



第１ 請求の受理 

 １ 受理年月日 

   本件監査請求書は、令和３年３月３１日に受理した。 

 ２ 請求人の住所・氏名 

  津市 正 次 幸 雄 

 ３ 請求の概要 

本件監査請求書、令和３年４月１６日付けで提出された事実を証する書 

面及び追加監査請求書並びに同日に聴取した陳述の内容から、本件監査請 

求の概要は、次のとおりであると理解した。 

 主張の要旨（「請求書」ほぼ原文のまま記載） 

   津市は、平成３１年度（令和元年度）において、一般社団法人津市観 

光協会に業務委託した３件の業務委託（以下「本件業務委託」と言う。） 

と、１件の津市補助金の交付及び１件の負担金について、双方の違法及

び不法な行為により、津市に損害を与えた。 

ア 対象となる業務委託等 

(ア) 津駅前観光案内所運営業務委託（以下「案内所業務委託」と言

う。） 

(イ) 観光誘客ＰＲキャンペーン業務委託（以下「ＰＲ業務委託」と言

う。） 

(ウ) 新聞雑誌広告等情報発信業務委託（以下「情報発信業務委託」と

言う。） 

(エ) 観光誘客・情報発信事業補助金 

(オ) 観光パンフレット・ポスター等作成事業負担金 

   イ 津市が受けた損害 

(ア) 本件業務委託関係 

     ａ 協会の物品販売により受けた損害額 ７５２万８，４００円 

        案内所業務委託の委託金 １，０２６万７，４００円の３割 

        ＰＲ業務委託の委託金 ８１３万６，７００円の４割 

        情報発信業務委託 ５９６万７，５００円の２割 

     ｂ 協会が物品販売で得た諸収入 

ｃ 協会に納付させる損害金（契約保証金額） ２４３万７，１６ 

 ０円 

        総契約金額２，４３７万１，６００円の１割 



(イ) 情報発信業務委託と観光誘客・情報発信事業補助金の２重取り関 

     係 

補助事業の「観光情報発信事業７８１万円」のうち「事務費５７ 

７万６，９６０円」は、委託業務で実施しているので全額の５７７ 

万６，９６０円を津市に返還させよ。 

   ウ 要旨に追加する事項 

(ア) 平成２７年度から令和２年度までの間に、津市観光協会に交付し 

     た観光誘客・情報発信事業補助金について 

      概算払をしていると思われるが、精算が会計規則の規定に基づき 

精算されているか確認し、精算がされていない場合は、補助金の全 

額の返還を命じることを求める。 

(イ) 観光パンフレット・ポスター等作成事業負担金について 

     ａ 平成２７年度から令和２年度までの間に、津市観光協会に交付 

した観光パンフレット・ポスター等作成事業負担金が、協定書の 

規定に従い前金払で支出されているか確認し、協定に基づかない 

支出であれば、支出の全額を津市に賠償させよ。 

     ｂ 負担金の支出の決裁は適正であったか確認し、不適切なもので 

      あれば、支出の全額を津市に賠償させよ。 

     ｃ 負担金の概算払は、会計規則の規定に基づき適切に精算されて 

いるかを確認し、精算されていなければ、負担金の全額を津市に 

賠償させよ。 

 主張の理由（「請求書」ほぼ原文のまま記載） 

   ア 本件業務委託の見積書の徴取は、津市契約規則（以下「規則」と言 

    う。）第１０条第２項の規定に違反しています。 

(ア) 協会は、津市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」と言 

    う。）に登載されていません。 

(イ) 津市物品購入等競争入札に係る参加資格者名簿に関する要綱（以 

下「要綱」と言う。）第５条（入札参加資格の特例）の規定に違反 

しています。 

   イ 本件業務委託の各契約書及び仕様書の規定及び規則に違反していま

す。 

(ア) 協会は、本件業務委託の各仕様書に記載されていない物品販売を、

委託業務の中で行っていた。 



(イ) 協会は、委託業務のための経費を使って物品販売を行っていた。 

(ウ) 協会が、自身の事業である物品販売を実施する経費（人件費、会 

場費、光熱水費、旅費、宿泊費、事務費及びその他の経費）として、 

津市が各契約書の前金払の規定に基づき前払いした津市の公金を充 

当した。 

協会の「２０１９年度収支予算書」の本年度予算額の欄の「 経 

常収益の事業収益」の本年度予算額の欄には、「受託事業収入とし 

て２，４６３万５，０００円が計上され、摘要欄には、受託事業」 

と、「諸収入として１６２万２，０００円が計上され、摘要欄には、 

物品販売等」と記載されています。 

協会の「２０１９年度収支予算総括表」の「収益事業等」の欄に 

は、前述した「受託事業収入として２，４６３万５，０００円」と、 

「諸収入として１６２万２，０００円」が計上されています。 

「 経常費用、事業費、事業費計は、２，３８０万円」が計上さ 

れ、支出の全額が受託事業収入で充当されています。 

受託事業収入の費用で「収益事業等」の項目の経費が賄われてい 

ます。 

つまり、津市の委託事業のため前金払として前払いされた公金が 

物品販売の経費として使われ、収入として「諸収入」に計上され、 

協会の自主財源とされているのです。 

これらの内容は、令和元年の６月１０日に開催された社員総会に 

提出された議案を見れば分かるうえ、社員総会以前に開催されてい 

る理事会の予算議案を見れば分かることである。 

なお、商工観光部長は、協会の理事です。 

津市は、協会の物品販売が本件業務委託の契約書及び仕様書の契 

約事項の規定（契約書第２０条第１項第１号、第３号及び第４号） 

に違反していること、また、津市契約規則第４６条第１項第２号及 

び第５号に該当していることから、契約を解除すること等、必要な 

損害金等の請求を怠った。 

   ウ 観光誘客・情報発信事業補助金の観光情報発信事業は、本件業務委 

託の情報発信業務委託と事業内容が重複していることと、津市補助金 

の使途が不明である。 

(ア) 観光誘客・情報発信事業補助金事業成果及び収支決算書中の事業 



成果の「２観光情報提供事業、観光情報発信提供事業、津市の観光 

情報を担うＨＰの維持管理を行った。」と記載し、協会の「事業報 

告」の２には、同様の記載があります。 

観光誘客・情報発信事業の事業費一覧では、補助金事業総額７８ 

     １万円の内訳は、「事務用ノートパソコンリース料、ホームページ 

の改修費及び維持管理費」が２０３万３，０４０円で、「事務費」 

が５７７万６，９６０円です。 

事務費は「何の金か、また業務量は」と現在の裁判の中で尋ねた 

ら、「人件費などです」との回答で、業務量については、触れるこ 

となく資料の提出もありません。 

今回の事務費は、観光誘客・情報発信事業のいかなる事務費に使 

い、その業務量はどれほどあるのか、資料を交え説明してください。 

なお、平成２９年度分の裁判では、原告は、ＨＰの維持管理と改 

修に関する業務内容は、情報発信業務委託の委託業務の中に含まれ 

ていると主張しています。 

協会は、補助金と委託料の２重取りと思っています。 

(イ) 補助金の概算払ですが津市補助金１，４６９万９，０００円の全

額を令和元年１２月３日付けで協会に交付した。 

精算票には、決裁日が令和２年５月１５日の日で、添付書類には、 

津市が協会に交付した補助金交付確定通知書（令和２年３月３１日 

付け）が添付されているだけです。 

概算払の精算は、津市会計規則第３７条（概算払）第２項の規定 

に基づき、精算については第３６条の規定を準用することから、第 

３６条第１項第２号の規定に従えば支払完了後７日が精算の期限で 

す。 

未だに、当該補助金の概算払の精算は、行われていないのです。 

   エ 観光パンフレット・ポスター等作成事業は、平成２７年度に締結し

た協定書が、現在も自動的に延長されています。 

(ア) 協定書第４条（前金払）は、前金払できる規定ですが、概算払に

ついては、協定書には何も規定されていません。 

(イ) 平成２７年４月１日付けの前金払を規定した協定書は、商工観光

部長が決裁をしています。 

      決裁日が令和元年１２月２３日の概算払の決定は、商工観光部の



部次長が決定しています。 

      部長が前金払の協定書を決めたのに、下級職員の部次長が協定書 

の規定を遵守しないで、協定書に規定されていない概算払いを決定 

している。 

(ウ) 「協定書の規定を遵守しない幹部職員」、「部長の支持に従わな 

いで、勝手なことをする部次長」、このような津市の「組織及び人」 

は全国の恥です。 

      津市の信頼を著しく損なった行為は、津市に賠償金を払うべきで 

ある。 

(エ) 令和２年１月２１日に協会に支出した概算払の精算が令和２年５

月１５日であり、「ウ、(イ)」で述べたように、精算の期日を過ぎて

います。 

津市会計規則の規定に違反しています。 

オ 追加分 

(ア) 本件業務委託は、津市契約規則に違反している。同規則第５０条 

     （委任）では、「この規則に定めるもののほか、契約の事務手続に 

     関し必要な事項は、市長が別に定める」と規定している。「津市物 

     品購入等競争入札に係る参加資格者名簿に関する要綱」は、前述の 

     規則第５０条の規定に基づく要綱であり、遵守しなければならない。 

(イ) 本件業務委託の物品販売について 

     ａ 津駅前観光案内所は、当該施設の管理運営に係る経費を津市が 

      委託料で支出しているにもかかわらず、津市観光協会は、物品販 

      売を行っている。 

     ｂ ＰＲキャンペーン業務は、観光案内所の出張版である。 

     ｃ 情報発信業務は、前述した物品販売のためのＰＲである。 

     ｄ 被告（津市）は、協会の物品販売を知っていて黙認していたこ 

と。被告（津市）は、協会の２０１９年度の収支予算書と収支予 

算総括表を見れば、本件業務委託の委託料が協会の自主事業であ 

る物品販売に使われていることはわかるはずである。 

       また、協会が物品販売に使った金は、委託料の前金払により協 

      会に支払われた前払金であることもわかるはずである。 

       被告（津市）は、遅くとも令和元年６月１０日の協会の社員総 

      会において、私が指摘したことを知り得た。 



       被告（津市）は、本件業務委託の契約を解除し、必要な損害金 

      等を請求することを怠った。 

(ウ) 平成３１年度観光誘客・情報発信事業補助金の実績報告書につい 

     て 

     ａ 補助事業費１，８３７万４，０００円の内訳は、事業費一覧に 

      記載されている事務費１，２５３万２，３９０円（３２６万２， 

７２８円＋５７７万６，９６０円＋２３０万４，５４２円＋１１ 

８万８，１６０円）、事業費５８４万１，６１０円で、事業費に 

ついては銀行振り込み用紙が添付されているが、事業費の２．１ 

５倍もある事務費の使途は不明である。 

       観光情報発信事業では、事業費２０３万３，０４０円、事務費 

      ５７７万６，９６０円で、事務費は事業費の２．８４倍である。 

       観光看板等管理事業では、事業費８４万５，４８５円のうち、 

      事業費と言えるのかわかりませんが、電気代３３万１，２５８円、 

看板改修及び作成は３件で５１万４，２００円、事務費２３０万

４，５４２円で事業費の２．７３倍です。 

       事業費の２．１５倍もの事務費の業務量の明示と事務費の使途 

      を示せ。 

     ｂ 前述した補助金は、概算払で全額協会に支出されているが、概 

      算払は、支払先は決まっているが、支払額が不明であることから、 

      一時的に支出し支払う方法で、そのため、会計規則第３６条の規 

      定が適用され精算を行うこととされている。 

       また、精算に当たっても証拠書類の添付もなく会計規則に違反 

      している。 

       当補助金は、a で述べたように、事業費の２．１５倍もの事務 

      費の使途が明らかになっていないことから、調査し、補助金の全 

      額の返還を命じることを求める。 

第２ 監査の実施 

 １ 監査の対象事項 

   本件監査請求の監査の対象事項について、本件監査請求は、適法な監査 

  請求であるか否か、適法な監査請求であると認めたときは、当該適法な監 

査請求に係る財務会計行為が違法若しくは不当な行為に当たるか否か、と 



した。 

 ２ 監査の手続 

本件監査請求の監査の手続について、監査対象部局を商工観光部観光振 

  興課とし、関係書類の提出を求めるとともに、関係職員の陳述を聴取した。 

第３ 監査の結果 

 １ 確認した事実の概要 

本件監査請求の監査の手続について、監査対象部局の商工観光部観光振 

  興課が提出した関係書類、令和３年４月１６日に聴取した陳述の内容によ 

  り確認した事実の概要は次のとおりである。 

 案内所業務委託について 

   ア 契約について 

     商工観光部観光振興課は、平成３１年４月１日付けで、「平成３１

年度津駅前観光案内所運営業務委託契約に係る契約の締結について 

（伺い）」を、副市長を決裁権者として決裁し、一般社団法人津市観 

光協会（以下「協会」という。）と地方自治法施行令（昭和２２年政 

令第１６号。以下「令」という。）第１６７条の２第１項第２号の規 

定による随意契約により、次のとおり契約を締結している。 

（ア） 履行期間 

      ２０１９年４月１日から２０２０年３月３１日まで 

（イ） 当初契約金額 

      １，００８万７２０円 

（ウ） 変更契約金額 

      １，０２６万７，４００円（１８万６，６８０円の増額） 

   イ 前金払について 

商工観光部観光振興課は、平成３１年４月１６日付けで、「平成３ 

年度津駅前観光案内所運営業務委託料の前金払について（伺い）」を、 

観光振興課長を決裁権者として決裁し、委託契約書第１７条の規定に 

基づき、同日付けの支出命令により、前金として９００万円を支出し 

た。 

   ウ 実績確認及び精算払について 

（ア） 実績確認 

商工観光部観光振興課は、令和２年３月３１日付けで、「平成３ 



     １年度津駅前観光案内所運営業務委託に係る検査合格通知について 

     （伺い）」を、観光振興課長を決裁権者として決裁し、協会から出 

された委託業務実績報告書の内容について、検査したところ適合す 

ると認め、検査合格を通知している。 

（イ） 精算払 

      観光振興課長は、令和２年３月３１日に委託業務完了確認を行っ 

     た上で、同年４月１３日付けの支出命令により、残額の１２６万７， 

４００円を精算払している。 

 ＰＲ業務委託について 

   ア 契約について 

商工観光部観光振興課は、平成３１年４月９日付けで、「平成３１ 

    年度観光誘客ＰＲキャンペーン業務委託契約に係る契約の締結につい 

て（伺い）」を、商工観光部長を決裁権者として決裁し、協会と令第 

１６７条の２第１項第２号の規定による随意契約により、次のとおり 

契約を締結している。 

（ア） 履行期間 

      ２０１９年４月９日から２０２０年３月３１日まで 

（イ） 当初契約金額 

      ７９８万８，７６０円 

（ウ） 変更契約金額 

      ８１３万６，７００円（１４万７，９４０円の増額） 

   イ 前金払について 

     商工観光部観光振興課は、令和元年６月２１日付けで、「平成３１ 

年度観光誘客ＰＲキャンペーン業務委託料の前金払について（伺い）」 

を、観光振興課長を決裁権者として決裁し、委託契約書第１７条の規 

定に基づき、同日付けの支出命令により、前金として７００万円を支 

出した。 

   ウ 実績確認及び精算払について 

（ア） 実績確認 

      商工観光部観光振興課は、令和２年３月３１日付けで、「平成３ 

     １年度観光誘客ＰＲキャンペーン業務委託に係る検査合格通知につ 

     いて（伺い）」を、観光振興課長を決裁権者として決裁し、協会か 

ら出された委託業務実績報告書の内容について、検査したところ適 



合すると認め、検査合格を通知している。 

（イ） 精算払 

      観光振興課長は、令和２年３月３１日に委託業務完了確認を行っ 

     た上で、同年４月１３日付けの支出命令により、残額の１１３万６， 

７００円を精算払いしている。 

 情報発信業務委託について 

   ア 契約について 

商工観光部観光振興課は、平成３１年４月９日付けで、「平成３１ 

年度新聞雑誌広告等情報発信業務委託契約に係る契約の締結について 

（伺い）」を、商工観光部長を決裁権者として決裁し、協会と令第１ 

６７条の２第１項第２号の規定による随意契約により、次のとおり契 

約を締結している。 

（ア） 履行期間 

      ２０１９年４月９日から２０２０年３月３１日まで 

（イ） 当初契約金額 

      ５８５万９，０００円 

（ウ） 変更契約金額 

      ５９６万７，５００円（１０万８，５００円の増額） 

   イ 前金払について 

     商工観光部観光振興課は、令和元年６月２１日付けで、「平成３１ 

年度新聞雑誌広告等情報発信業務委託料の前金払について（伺い）」 

を、観光振興課長を決裁権者として決裁し、委託契約書第１７条の規 

定に基づき、同日付けの支出命令により、前金として５００万円を支 

出した。 

   ウ 実績確認及び精算払について 

（ア） 実績確認 

      商工観光部観光振興課は、令和２年３月３１日付けで、「平成３ 

     １年度新聞雑誌広告等情報発信業務委託に係る検査合格通知につい 

て（伺い）」を、観光振興課長を決裁権者として決裁し、協会から 

出された委託業務実績報告書の内容について、検査したところ適合 

すると認め、検査合格を通知している。 

（イ） 精算払 

      観光振興課長は、令和２年３月３１日に委託業務完了確認を行っ 



     た上で、同年４月１３日付けの支出命令により、残額の９６万７， 

５００円を精算払いしている。 

 観光誘客・情報発信事業補助金について 

   ア 補助金交付事務について 

（ア） 交付決定 

      商工観光部観光振興課は、平成３１年４月１日付けで、「平成３ 

     １年度津市商工業振興等関係（観光誘客・情報発信事業）補助金の 

     交付決定について（伺い）」を、副市長を決裁権者として決裁し、 

     同日付けで、協会に対し、１，４６９万９，０００円の補助金等交 

     付決定通知書を送付している。 

（イ） 交付確定 

      商工観光部観光振興課は、令和２年３月３１日付けで、「平成３ 

     １年度津市商工業振興等関係（観光誘客・情報発信事業）補助金の 

     交付確定について（伺い）」を、副市長を決裁権者として決裁し、 

     同日付けで、協会に対し、１，４６９万９，０００円の補助金等交 

     付確定通知書を送付している。 

   イ 支払について 

（ア） 概算払 

商工観光部観光振興課は、令和元年１１月２０日付けで、「平成 

     ３１年度津市商工業振興等関係（観光誘客・情報発信事業）補助金 

     の概算払いについて（伺い）」を、観光振興課長を決裁権者として 

     決裁し、同日付けの支出命令により、協会に対し、１，４６９万９， 

０００円を概算払している。 

（イ） 精算 

      商工観光部観光振興課は、令和２年３月３１日付けの補助金等交 

付確定書を証拠書類として、精算票を会計管理者に送付し、同年５ 

月１５日付けで同額精算している。 

 観光パンフレット・ポスター等作成事業負担金について 

   ア 協定書について 

     津市長前葉泰幸（甲）と協会（乙）は、平成２７年４月１日付けで、 

観光パンフレット、観光ポスター等作成事業に係る協定書を次のとお 

り締結している。 

（ア） 目的（第１条） 



      甲は、観光パンフレット、観光ポスターの作成及び活用等につい 

て、乙と協力・連携を図ることにより、津市の観光の振興と発展に 

資することを目的とする。 

（イ） 費用負担（第２条） 

      観光パンフレット、観光ポスター等作成事業に係る費用の負担に 

ついては、甲が当該費用の９割を、乙が当該費用の１割を負担する 

ものとする。 

（ウ） 協定期間（第３条） 

      この協定の期間は、平成２７年４月１日から平成２８年３月３１ 

     日とする。ただし、期間の満了する１箇月前までに、甲又は乙が別 

     段の意思表示をしなかったときは、この協定は１年間延長されるも 

     のとし、以後も同様とする。 

（エ） 前金払（第４条） 

      甲は、乙から負担金について前金払の請求があった場合、当該負 

     担金の全額を前金払するものとする。 

（オ） 疑義等の決定（第５条） 

      この協定について疑義が生じたとき又はこの協定に定めのない事 

     項については、必要に応じ、甲乙協議の上、決定するものとする。 

      この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押 

     印の上、各自その１通を保有するものとする。 

 イ 支払について 

（ア） 概算払  

商工観光部観光振興課は、令和元年１２月２３日付けで、「観光 

パンフレット、観光ポスター等作成事業負担金に係る概算払いにつ 

いて（伺い）」を、商工観光部次長を決裁権者として決裁し、同年 

１２月２６日付けの支出命令により、協会に対し、２２５万円を概 

算払している。 

（イ） 精算 

      商工観光部観光振興課は、令和２年３月３１日付けで、「平成３ 

１年度観光パンフレット、観光ポスター等作成事業実績報告書の提 

出について（報告）」を、商工観光部長を決裁権者として決裁し、 

作成実績を確認している。当該実績確認により、同年５月１５日付 

けで同額精算している。 



 協会の令和元年度予算・決算について 

   ア 収支予算書 

     参考１のとおり 

   イ 収支予算書総括表 

     参考２のとおり 

   ウ 正味財産増減計算書 

     参考３のとおり 

   エ 正味財産増減計算書内訳表 

     参考４のとおり 

 ２ 結論 

    監査の結果、本件監査請求について、次のとおり判断した。 

 本件監査請求の適法性に係る判断 

ア 適法な監査請求であると判断したもの 

平成３１年度（令和元年度）における委託料、補助金及び負担金に 

    係る支出を対象とした請求については、住民監査請求の対象とする財

務会計行為に係るものであることから、適法な監査請求であると判断

したので、監査の対象とした。 

   イ 不適法な監査請求であると判断したもの 

平成２７年度から平成３０年度までの補助金及び負担金に係る支出 

を対象とした請求については、法第２４２条第２項に定める期間を徒

過してなされたものとして、不適法なものであると判断した。 

  また、資格者名簿未登載である協会との業務委託契約の違法性に関 

する主張についても、請求人が原告として請求した平成２９年（行ウ） 

第１３号損害賠償命令請求住民訴訟事件（平成３０年１２月１３日津 

地方裁判所判決）における争点の一つと同一の主張であり、「資格者 

名簿に登載された者から見積書の徴取をおこなわなかったことについ 

ては、裁量権の逸脱、濫用があったとまではいえず、違法であるとま 

ではいえない。」との司法判断が下されており、一事不再理の原則に 

より、監査の対象外とした。 

 適法な監査請求に係る判断 

    適法な監査請求に係る請求人の主張は、認めることができないものと 

   判断した。 

 ３ 結論に至った理由 



 物品販売の違法性について 

    請求人は、各業務委託の契約書及び仕様書に定めのない、協会の自主 

事業である物品販売を、各委託料の経費を使って行っていたことは、契 

約違反であるから、違約金として各業務委託の契約金額の１０分の１に 

相当する金額を違約金として、協会に請求せよと主張する。 

    物品販売については、津市の観光宣伝の拡大につながる協会の自主事

業であり、委託業務とは一体不可分の関係にある。業務委託仕様書には、

津駅前観光案内所を活用した企画実施業務として「本市の季節ごとの観

光情報や行事、特産品、食などの観光資源をより重点的に紹介する催し

を企画し、当該観光案内所内において一定期間実施すること。」と明記

されている。 

また、ＰＲ業務委託の仕様書においても、業務内容の一つとして「津 

市の特産品や津市ＰＲキャラクター等を活用し、来場者に訴求力のある 

る魅力的な観光ＰＲをすること。」「ブース出展などで経費負担が発生 

する場合は、受注者において支払うこととし、その経費については当該 

委託業務の委託料に含まれるものとする。」と明記されている。 

物品販売は、協会の自主事業であるから市の業務委託仕様書の中に具

体的に明記されていないだけであって、協会が、前金を受けて仕様書に

定められた業務を履行した上で、業務に関連した自主事業としての物品

販売を行うことに、何ら違法性は認められない。 

よって、物品販売について、契約書及び仕様書に記載がないことをも 

   って契約違反であるとの主張、委託業務のための経費を使って物品販売 

を行っていたとの主張には理由がない。 

    また、契約書に定める発注者からの解除権の行使を怠っているとの主

張にも当然に理由がない。 

 補助金と委託料の充当経費について 

    請求人は、協会の平成３１年度予算議案及び観光誘客・情報発信事業

補助金への充当金額を基に本件請求をしているが、公金の使途について

は、決算額にて確認すべきであることから、協会の令和元年度決算額を

基に監査を行った。 

 表１は、協会の令和元年度決算のうち、市からの補助金収入が計上さ

れる公益目的事業会計及び委託料収入が計上される収益事業等会計の収

支を示したものである。表２は公益目的事業における受取補助金等の内



訳を、表３は、収益事業等会計における受託事業収入の内数としての市

からの委託料収入を示したものである。 

   表１ 協会の令和元年度決算（会計別）単位：円 

項目 公益目的事業会計 収益事業等会計 

経常収益 

正会員受取会費 2,267,000

受託事業収入 25,221,570

諸収入 2,243,499

協賛金収入 65,000 115,500

受取補助金等 16,949,000

経常収益計 19,281,000 27,580,569

経常費用 

（注） 

観光振興事業費 3,200,601 3,769,077

観光宣伝事業費 5,157,614 3,962,207

人件費 7,307,481 11,076,057

光熱水費等 2,149,011 1,220,785

  賃借料 3,101,987 2,738,872

  租税公課 4,005 1,066,730

経常費用計 20,920,699 23,833,728

収支差引 △1,639,699 3,746,841

  （注）現金支出を伴わない減価償却費、たな卸高に係る費用は除いている。 

表２ 公益目的事業における受取補助金等の内訳 

内訳 金額（単位：円） 

観光誘客・情報発信事業補助金 14,699,000

観光パンフレット・ポスター等作成事業負担金 2,250,000

合 計 16,949,000

   表３ 収益事業等会計における受託事業収入のうち市委託料の内訳 

内訳 税込金額（単位：円） 

案内所業務委託 10,267,400

ＰＲ業務委託 8,136,700

情報発信業務委託 5,967,500



合 計 24,371,600

ア 物品販売について 

     請求人は、委託業務のための経費を使って物品販売を行っているの 

    は契約違反と主張するが、協会は、収益事業等会計において、委託事 

業を行う傍らで物品販売も行い、ＰＲ事業の幅を広げ、結果として利 

益を出しているのであるから、むしろ委託料は有効に使われたと評価 

するのが妥当である。 

   イ 情報発信事業について 

 請求人は、情報発信業務委託料の一部と観光誘客・情報発信事業補 

助金の一部の経費５７７万６，９６０円が二重に充当されていると主 

張するが、表１から表３で示したとおり、二重に充当されていないこ 

とは一目瞭然である。 

 情報発信業務委託料は収益事業等会計において、観光誘客・情報発 

信事業補助金は公益目的事業会計において収益計上されており、請求 

人が主張する補助事業の観光情報発信事業７８１万円のうち、事務費 

５７７万６，９６０円が情報発信業務委託料で賄われているとすれば、 

公益目的事業会計の収支が赤字となるはずがなく、二重充当された金 

額以上の余剰が出るはずだからである。 

事務費５７７万６，９６０円の内訳については、人件費や通信運搬 

費であり、割り切れない経費が当然存在する中で、各事業に応じて案 

分し、事務費で計上しているものであり、補助金と委託料が二重に充 

当されている事実は認められないことから、請求人の主張には理由が 

ない。 

 観光誘客・情報発信事業補助金の事務費について 

     請求人は、当該補助金の実績報告書に添付されている事業費一覧表 

における事務費１，２５３万２，３９０円の使途と業務量が不明であ 

るから、協会に対し、補助金全額の返還請求を行う必要があると主張 

する。 

     確かに、事業費一覧表において、事務費の使途は明記されていない 

ものの、商工観光部観光振興課は、協会の決算書類から、公益目的事 

業会計の事業費に計上された金額の中から、人件費ではない観光振興 

事業費、観光宣伝事業費、減価償却費、租税公課を除いた金額の範囲 



内であることにより、補助対象事業において事務費に相当する金額の 

支出を確認しており、補助金の他の用途への使用は認められず、津市 

補助金等交付規則に定める補助金交付決定の取消し、補助金の返還請 

求の必要があるとまでは言えない。 

 概算払について 

   ア 観光誘客・情報発信事業補助金 

     請求人は、平成３１年度観光誘客・情報発信事業補助金の精算につ 

いて、令和２年３月３１日付けの補助金交付確定通知書を証拠書類と 

して、精算票を会計管理者に送付し、同年５月１５日に精算している 

ことは、津市会計規則第３７条第２項において準用する同規則第３６ 

条第１項第２号に規定される支払完了後７日までに行われていないこ 

と、領収書が添付されていないことを理由に、当該補助金の概算払の 

精算はいまだに完了していないと主張する。 

 また、精算が完了していないことを理由に、協会に対し、補助金全 

額の返還請求を行う必要があると主張する。 

     準用規定はあるものの、同規則第３６条に規定する前渡資金の精算 

と補助金の精算を同一視して事務処理することは、実務上の困難と混 

乱をもたらしかねない。なぜなら、資金前渡される経費は、令第１６ 

１条及び津市会計規則第３２条において列挙されているとおり、職員 

が資金の前渡しを受けて第三者に支払う性質の資金である。一方、補 

助金は、補助事業者が交付を受けて、補助事業に必要な経費に使われ 

るものであるから、使途の性質が大きく異なり、精算が可能となる時 

期についても違いが生じるのは、やむを得ないためである。 

 概算払の中でも、補助金の精算の時期については、実務に見合った 

法令解釈の余地があると考えられるものであり、補助事業の完了後、 

当該年度の出納整理期間中に精算が完了していれば、決算手続上、何 

ら違法性は認められないものである。 

 加えて、補助金の精算の時期に不備があったとしても、それは市内 

部の会計事務処理上の問題にすぎず、協会の補助金不当利得に結び付 

くはずもなく、請求人の主張には、いずれも理由はない。 

   イ 観光パンフレット・ポスター等作成事業負担金 

     請求人が主張するとおり、協定書第４条に前金払について規定され 

    ているが、負担金の支出については、令第１６２条第３号の規定によ 



り概算払ができること、パンフレット・ポスター等の作成内容によっ 

て負担金額に変更が生じる可能性があることを考慮すれば、公金の支 

出方法として、精算を必要とする概算払を行ったことは、より適正な 

支払事務であったと認められる。 

     当該負担金の精算期日についても、同規則に反するという主張は、 

    上記アと同様、主張に理由はない。 

    なお、当該負担金の概算払の決裁区分については、津市事務専決規 

    程別表第１（第５条関係）において、１００万円以上３００万円未満 

の負担金に係る支出負担行為及び執行に関することに該当し、次長専 

決となることを付言しておく。 

 市が受けた損害について 

    請求人は、３件の委託料の一定割合について、市に損害が生じている 

   と主張するが、これは、請求人の主観によるものであり、職員等による 

違法・不当性の客観的な理由が示されなかった。 

よって、これ以上の監査は困難であり、監査した限りにおいては、市 

に損害が発生している事実は認められない。 

 結論 

    以上のことから、平成３１年度（令和元年度）における協会との契約 

及び協会に対する公金の支出に、違法・不当な行為は見当らず、本件請 

求には理由がないものと判断する。 

第４ 意見 

   資格者名簿未登載である協会との業務委託契約の違法性に関する主張に 

ついては、違法とはいえないとの司法判断が下されたことから、監査の対 

象外としたが、判決の中で、「（契約）規則１０条１項ただし書は、１人 

から見積書の徴取で足りる旨を規定するものであるが、同ただし書の文言 

によれば、これは同項本文にて徴取を要求する数を１人に緩和すると解す 

るのが合理的であって、同項本文に定めるとおり、見積書の徴取は本件資 

格者名簿に登載された者の中から行うべきと解するのが相当である。した 

がって、被告（津市長）の上記主張は採用することができない。」とされ 

ている。 

 監査委員としても、妥当な判断であると考えるものであり、双方が、司 

法判断を十分に認識されたい。 



 また、観光誘客・情報発信事業補助金交付事務について、適正さを欠く 

部分も認められることから、本件監査請求を機に、協会との委託契約の在 

り方を見直すとともに、補助金及び負担金の対象事業、資金使途の確認方 

法等についても整理し、事務の改善に努められたい。 

以上 



参考１



参考２



参考３





参考４


